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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　円柱状のタングステン製エミッタ材と、前記エミッタ材との間に絶縁材を介して、前記
エミッタ材の周囲に配置されたコレクタ材とを備え、前記エミッタ材及び前記エミッタ材
に接続されたＭＩケーブルと前記コレクタ材との間に流れる電流値を検出して、γ線強度
を測定する自己出力型ガンマ線検出器において、
　φf:10

11 n/m2/s, φth: 10
18 n/m2/sの高い中性子環境下においても、106Gy/h以上の

γ線強度を精度良く測定でき、かつ600℃以上の耐熱性を持つように、
　前記タングステン製エミッタ材を次の成分を有する純タングステン（W）で構成し、
Fe:0.002 wt%, Mo:0.002 wt%, Al:<0.0005 wt%, Si:<0.0010 wt%, Ca:<0.0003 wt%, 
Mg:<0.0003 wt%
　前記絶縁材をルビーで構成し、
　前記MIケーブルの芯線をニッケル(Ni)で構成すると共に、前記エミッタ及び前記芯線の
接続部をともにNiまたはNi系合金でコーティングした、
ことを特徴とする自己出力型ガンマ線検出器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原子炉内などの高い中性子環境下でも、中性子線の影響を最小限に抑え、ガ
ンマ線（以下、γ線とも言う）の線量を正確に測定することができる自己出力型ガンマ線
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検出器に関する。ここで、自己出力型とは、内部電源や外部電源を必要とせず、検出器へ
のガンマ線の入射によりその検出器自体が出力を与える型のものを言う。
【背景技術】
【０００２】
　高い中性子環境下にある原子炉内で使用される、自己出力型炉心内γ線検出器（以下、
単にSPGD（Self-Powered Gamma Detector）と言う）として、これまで小さな真空断熱さ
れた空間に取り付けられた鉄等がγ発熱によって温度が上昇し、その温度上昇分を熱電対
で測定することでγ線強度を測定するγ熱電計(γサーモメータ)等が開発されてきている
。例えば特許文献１には、自己出力型検出器を用いた局所監視手段とそれを校正するガン
マサーモメータを用いた原子炉出力の監視装置等が開示されている。ここに開示された装
置等は、原子炉出力を総合的に監視するためのものであり、校正のために使用されるガン
マサーモメータはγ線によるステンレス鋼中の発熱現象を利用し、その発熱温度を差動式
熱電対で測定し、γ線出力分布を測定するように構成されている。
【０００３】
　また、γ線ではなく中性子線の検出器ではあるが、本発明の構造に類似した構造を有す
る炉内検出器として、特許文献２には、熱中性子線がエミッタ材へ入射すると、核反応が
起こり、その核反応により生じる電子が円柱状のエミッタ材から集電用コレクタヘ移動す
ることによって生じる電流をMI（Mineral Insulator:無機絶縁）ケーブルを介して電流計
で測定し、その電流値から熱中性子束を測定する中性子検出器が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開2007-285990号公報
【特許文献２】特開2006-0208160号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１の原子炉出力監視装置に示されたγ線出力分布を測定するためのγ
線検出器は応答性が良くないこと、中性子による照射効果の影響を受けることなどの課題
があった。また、特許文献２の「自己出力型中性子検出器」は、本発明と同じく自己出力
型であるが、あくまで中性子検出器であって、γ線を検出するために最適な構造にはなっ
ていない。
【０００６】
　そのため、γ線検出器としての応答性に優れ、中性子照射の影響を最小限に抑制でき、
かつ精確な測定が可能な自己出力型ガンマ線検出器が求められている。例えば、γ線強度
よる構造材料の照射効果に対する影響を調べるためにも、φf:10

11 n/m2/s, φth: 10
18 

n/m2/s 程度の高い中性子環境下において、106Gy/h以上のγ線強度を高精度に測定できる
自己出力型ガンマ線検出器が求められている。
【０００７】
　したがって、本発明の目的は、高い中性子環境下においても、中性子線の影響を最小限
に抑えられ、また高温下においても安定的に動作する、γ線強度を高精度に測定できる自
己出力型ガンマ線検出器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　γ線強度による炉内構造材料の照射効果に対する影響を調べるためには、γ線強度を精
確に測定する必要がある。そして、従来技術の課題で説明したように、γ線強度を精確に
測定するためには、（１）低温から高温まで安定的に動作すること、（２）炉内の中性子
線の影響を最低限に抑えられること、（３）入出力間特性のリニアリティを含めて、γ線
に対する応答性に優れていることなどが求められる。
【０００９】
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　そこで、本願発明者は、高温下でも安定的に動作するように、エミッタ材として、まず
、比較的高い融点を持つ原子番号の大きな材質に着目すると共に、さらに高い中性子環境
下でも中性子線の影響を最小限に抑えられるように、中性子放射化断面積が小さな材料を
選択し、選択された材料についてγ線に対する出力感受性および応答性を実験により確認
し、エミッタ材として採用した。そして、有望なエミッタ材として、低温用には鉛(Pb)を
主成分とする材料、低温から高温までの測定用には、タングステン（W)を主成分とする材
料を選定した。
【００１０】
　また、開発したSPGDをコバルト(Co)照射施設に持込んで行ったγ線照射試験によって、
Pbエミッタ用SPGDの感度は102Gy/h以上、Wエミッタ用SPGDの感度は103Gy/h以上において
、γ線強度に対する出力値のリニアリティを示すことを明らかにした。
【００１１】
　具体的には、本発明の一つの観点に係る自己出力型ガンマ線検出器（SPGD）は、円柱状
のエミッタ材と、前記エミッタ材との間に絶縁材を介して、前記エミッタ材の周囲に配置
されたコレクタ材とを備え、前記エミッタ材及び前記エミッタ材に接続されたMIケーブル
と前記コレクタ材との間に流れる電流値を検出して、γ線強度を測定する自己出力型ガン
マ線検出器であって、前記エミッタ材が、不可避不純物が０．０３重量％以下にある純タ
ングステン（W）からなることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、円柱状のエミッタ材の材質をさまざまな観点からγ線検出に最適化し
ているので、γ線に対して高感度であって、かつ優れた応答性を持つ、高精度の測定が可
能な自己出力型ガンマ線検出器が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１Ａ】本発明に係る自己出力型ガンマ線検出器の全体構成を示す概略図。
【図１Ｂ】Co-60線源を用いた照射試験結果を示す原理説明図。
【図２】低温用Pbエミッタ型自己出力型ガンマ線検出器の形状依存性の説明図。
【図３】エミッタ材の金属元素の選定基準の説明図。
【図４】低温用及び低高温用自己出力型ガンマ線検出器の出力校正曲線。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明に係る自己出力型ガンマ線検出器（以下、単にSPGD（Self-Powered Gamma Detec
tor）と言う。）の全体構成を図１Aに示す。図１Aにおいて、SPGDは円筒状をなしており
、その中心部に円柱状のエミッタ１が設けられている。エミッタ１にγ線が入射すると、
エミッタ１かコンプトン散乱による電子が放出され、それらの電子がその周囲にある円筒
状のコレクタ２に集電され、電流が流れる。この電流をＭＩケーブル３にて外部の電流計
5Aに導き、γ線強度を求める。電流計5Aで測定された出力電流値からγ線強度を求めるに
は、次のようにする。SPGDの原理からγ線強度と出力電流値は比例関係となる。したがっ
て、アラニン線量計等で予めγ線強度を定量的に求められている位置にSPGDを配置して電
流値を計測することで（図２を参照）、そのSPGDに関し出力値からγ線強度への一般的な
変換係数を得るようにする。
【００１５】
　なお、本発明の一つの例（図１Aを参照）では、γ線のMIケーブルへの影響も調べるた
め、MIケーブルの芯線とシースのコレクタ間に発生するγ線のコンプトン電子による出力
(電流)をエミッタ材と接続した芯線から発生するγ線のコンプトン電子による全電流から
差し引いてエミッタ材とシースのコレクタ間だけに発生する電流だけを求められる構成と
した。ここでは、MIケーブル内の2つの同材質芯線の片側だけをエミッタに非接続状態と
した構成を採用した。この場合には、（正味のSPGD出力電流）は、（エミッタ接続側から
の出力電流（電流計Aの測定値））－（MIケーブル芯線のみからの出力電流（電流計Bの測
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定値））として求められるので、必要に応じて、γ線のMIケーブル芯線への影響を調べる
ことができる。
【００１６】
　以下に、低温用の自己出力型ガンマ線検出器と、低温から高温まで使用できる自己出力
型ガンマ線検出器のそれぞれのエミッタ材の実施例を、図２乃至図４を参照して説明する
。
【００１７】
１．低温用Pbエミッタ型SPGD
　エミッタ材は中性子放射化断面積が小さく、原子番号の大きな材質である鉛(Pb)を選定
することにより、先ずは高い中性子環境下での使用が可能であることを明らかにした。ま
た、リードにエミッタの鉛側をカシメただけで接続する場合、熱膨張係数(29.1×10-5/℃
)が非常に大きい鉛は、高温(125℃以上)でカシメ部が緩むという課題があり、これを改善
するために柔らかで曲がりやすく凝着しやすいエミッタ材の特徴を生かしてMIケーブル芯
線(Ni(13.3×10-6/℃)又はCu(17.1×10-6/℃))との確実な接合が出来る製造方法を検討し
、SPGDの製作を可能とした。なお、MIケーブルの芯線は錆びにくいNiがより良い。
【００１８】
　上述したように、低温用のＳＰＧＤのエミッタ材として使用される材質は、Pbを主成分
として、その他不可避不純物からなるものである。
【００１９】
　開発したSPGDをCo照射施設に持ち込み、開発した測定システムを用いて照射試験を行っ
た。その結果、開発したSPGDの感度は102Gy/h以上の範囲で測定可能であること、γ線強
度に対する出力値はリニアリティ（線形性）を示した。
【００２０】
　また、図2に示すようにPbエミッタ材の形状依存性（エミッタの形状別のγ線強度とSPG
D出力値の関係）を調べ、エミッタ材の形状により、SPGDのγ線による感度を明らかにし
た。図２の(A)は、エミッタ材の長さを100mmの一定長として、その径φを変化させた場合
、図２の(B)は、エミッタ材の径を一定のφ3mmとして、その長さを変化させた場合、SPGD
の出力値がどのように変化するかを調べた結果を示している。長さが一定の場合の形状依
存性は、図２の（A）からエミッタ材の径がφ2mm、φ3mm、φ5mmと大きくなるに従って、
SPGDの出力値が大きくなることが理解される。また、径が一定の場合には、エミッタ材の
長さが長くなるに従って、SPGDの出力値が大きくなることが理解される。したがって、許
される範囲で、径を大きくし、長さを長くすることが望ましい。
【００２１】
　本発明により、低温用SPGDの製作にあたっての材質選定条件は以下のとおりである。
(1)エミッタ材
鉛（Pb)の中性子捕獲断面積は約0.15b(barn :10-28m2)である。一方、コバルト（Co)の（
ｎ,γ)反応は37bの中性子捕獲断面積であり、低温用SPGDと同程度の形状のコバルトSPGD
の電流出力が2.5x10-22A/cm/nvと見積もられている。したがって、鉛の（n, γ)反応によ
る電流出力は106Gy/hにおいて、1x10-10A/cm程度と評価できる(JMTR φf:1018n/m2/s, φ
th:1018n/m2/s におけるγ線強度が最低106Gy/h)。さらに、γ線のコンプトン散乱により
流れる低温用SPGDの出力電流はγ線強度104Gy/hの時に10-11A/cm程度である。よって、全
電流出力に対する熱中性子との反応により生ずる電流出力の影響はたかだか10%程度と見
積もられ、計測値に大きな影響はない。
【００２２】
（２）コレクタ材 :
　コレクタの材料として、SUS316LとNCF600があるが、低温用SPGDの製作にあたっては、
使用温度が最大200℃であり、製作性の観点から、SUS316Lを選定する。
【００２３】
(３)絶縁材
　検出部の絶縁材として、A1203及びMgOがある。絶縁材の成型の観点から、A1203が望ま
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しく、照射誘起起電力の影響を低減するために、高純度A1203を絶縁材として使用するこ
とが望ましい。
【００２４】
２．低温から高温用Wエミッタ型SPGD
　低温から高温まで測定可能なSPGDの開発として、原子番号と、融点及び熱中性子吸収断
面積との関係に基づいて、エミッタ材の選定を行った(図3参照)。この結果タングステン
（W）、ハフニウム(Hf)、タンタル（Ta）、オスミウム（Os）及びその合金を選定した。
低温用Pbエミッタ型SPGDの鉛と違って硬くて脆い為にカシメができず、更に融点が高く溶
接が困難なために、ろう付時のろうの湯流れ性(濡れ性)を確保するためのNiコーティング
とMIケーブルの芯線(Ni又はCu)との最適ろう付けによる接合技術の検討を行いながら開発
した。なお、MIケーブルの芯線は錆びにくいNiがより良い。開発の結果、γ線出力はタン
グステン（W)において低温用Pbエミッタ型SPGDより出力は30%に低下するものの、γ線強
度に対する出力値のリニアリティを示すことなどが明らかにされ、高い中性子環境下での
使用が可能であることも明らかになった。更にろう材をNi系にすることによって、現状の
600℃以上の耐熱を確保出来る見通しも得られた。
【００２５】
　後述の図4からも明らかなように、本発明の一実施例ではエミッタ材としてタングステ
ン（W）を選択しているが、ここで採用したタングステン（W）の成分は次の通りである。
Fe:0.002 wt%, Mo:0.002 wt%, Al:<0.0005 wt%, Si:<0.0010 wt%, Ca:<0.0003 wt%, Mg:<
0.0003 wt%
【００２６】
　低温用SPGDと低高温用SPGDの特性比較を図4に示す。この結果、低高温用SPGDのγ線強
度による出力は、低温用SPGDと比較して低いものの現状ろう材の使用限界温度の600℃ま
で可能であり、高温時の照射試験で使用可能であることが明らかになった。これらの知見
により、低高温用SPGDの製作にあたっての材質選定条件は以下のとおりである。
【００２７】
(1)エミッタ材 
　タングステン(W)、ハフニウム（Hf)、タンタル(Ta)、オスミウム（Os）は、鉛には及ば
ないものの原子番号が大きいため,線による十分なエミッション電流が確保できる元素で
ある。さらに、鉛と異なつて融点は約2,222～3,400℃と非常に高く、高温条件で使用可能
なSPGDとして期待される。タングステン(W)、ハフニウム(Hf)、タンタル(Ta)、オスミウ
ム(Os)の中性子捕獲断面積はそれぞれ18b、10b、21b、1.6bであり、（n,γ)反応によるノ
イズ電流を中性子量より算出して除去する対策を施す。
【００２８】
(2)コレクタ材
　コレクタ材に要求される特性は低温用SPGDとは異なり、高温時の材料特性が優れている
必要がある。このため、コレクタ材料としてのSUS316LとNCF600の特性比較を表している
、表１に挙げる候補材のうち、最高使用温度の高いNCF600を用いることが望ましい。
【００２９】
【表１】

【００３０】
 (3)絶縁材
　検出部の絶縁材として、Al2O3及びMgOがある。絶縁材の成型の観点から、A1203が望ま
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しく、照射誘起起電力の影響を低減するために、高純度A1203を絶縁材として使用するこ
とが望ましい。600℃より高く800℃までの高温用には、高純度A1203より絶縁性の高いル
ビーがよい。
【００３１】
　選定したエミッタ材とMIケーブル芯線との接合性の検討を行い、エミッタ材に対する最
適な接合方法を選定することにより、SPGDの製作を可能とした。
【００３２】
　具体的に説明すると、低温用鉛(Pb)エミッタはリード線より大きな熱膨張係数を持って
いるため、高温でもカシメた部分が緩まない様に、PbやPbを含む合金をNi並びにNi合金リ
ード部材表面に付着ないしはコーティングしてからカシメやPbろう付を行うことによって
、200℃でも確実な接合が得られた。
【００３３】
　低温から高温まで連続測定出来るタングステン(W)エミッタの場合は、硬くて脆い為カ
シメができず、融点が高い為溶接も困難なため、Wエミッタのリード取り付け側の表面に(
穴を設けた場合は穴内面にも)、ニッケル(Ni)またはNiを含む合金を付着ないしはコーテ
ィングしてから使用温度に合ったろう付け接合することにより、確実な接合が得られた事
により、耐熱が600℃を超える場合には、絶縁材をルビーとし、さらにNi系ろう付材にす
ることによって可能であるとの見通しが得られた。
【符号の説明】
【００３４】
１…　エミッタ
２…　コレクタ
３…　MIケーブル
４…　絶縁材
５a…電流計A
５b…電流計B
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